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 (様式４) 

公共事業再評価調書（案） 

番  号 道路－２ 事業担当局課 道路局建設課 

事 業 名 都市計画道路 山下長津田線（鴨居地区） 採択年度 平成６年度 

施工場所 緑区白山一丁目～鴨居町 経過年数 28 年 

目的及び 

事業概要 

目的 

山下長津田線は本市の幹線道路網の骨格となる放射道路の一つに位置付けられて

おり、中区山下町から緑区長津田町までを結ぶ延長約 20ｋｍの重要な幹線道路です。

本地区を整備することにより、神奈川区と緑区との連絡機能を強化し、JR 横浜線沿線の

地域拠点と本市中心部との交通円滑化を図るほか、慢性的な交通渋滞が発生している

県道青砥上星川と菅田道路のバイパスルートとなり、JR 鴨居駅周辺の交通渋滞の緩和を

図ります。なお、本事業は平成 20 年度、25 年度に再評価を実施しています。 

事業概要 

計画延長 1,510ｍ、幅員 22ｍ（往復４車線）、用地面積 25,800 ㎡ 

 当初(事業採択時) 変更(平成 25 年度) 変更(令和 3 年度) 

事業期間 平成６年度～平成 20 年度 平成 6 年度～平成 27 年度  

平成６年度～令和７年度 

       （延伸予定） 

令和 12 年度完了見込み 

事
業
費 

合 計 17,300 百万円 20,117 百万円 20,117 百万円 

 
国 費  8,650 百万円 10,058 百万円 10,058 百万円 

市 費  8,650 百万円 10,058 百万円 10,058 百万円 

変更内容 
事業費の確保ができなかったため、事業が予定通り進捗せず、事業期間

を延伸しています。 

上位計画等 

本市の「中期４か年計画」において、「交通ネットワークの充実による都市

基盤の強化」として、都市計画道路の整備が位置付けられています。 

また、「横浜市地震防災戦略」においても、「緊急輸送路等の整備」とし

て、幹線道路の整備が位置付けられています。 

関連事業 特になし 

事 業 の 

必 要 性 

事業を巡る 

社会経済情

勢等の変化 

本隣接する白山・上山地区の供用開始、鴨居上飯田線（鴨居北区、鴨居

等２地区）の完成により、環状３号線を含む JR 中山駅と鴨居駅との間の道路

ネットワークを形成する為、本地区の重要性がより高まっています。 
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事業の 

投資効果 

・ 

事業効果等 

(費用便益分析等)  

 事業全体 残事業 

割引率 ４％ 

総便益(B) 464 億円 409 億円 

総費用(C) 320 億円 45 億円 

費用便益比
(B/C) 1.5 9.1 

 
感度分析 

交通量±10% 
1.3 8.4 

〔定性的効果〕 

・住宅地の生活道路を抜け道として通行している鴨居駅前の渋滞を回避

した車両が減少し、周辺の生活環境が向上します。 

〔その他特記事項〕 

 

 

事業の 

進捗状況 

事業進ちょく率％ 

平成 22 年３月に計画延長の半分の 750ｍの西側区間が開通し

ました。東側区間についても令和３年度から工事着手を予定して

います。 

72％ 

用地取得率％ 

88％ 

供用等の状況 

西側を供用済み 

事業の課題  

及び 

進捗見込み 

令和２年度より、交通安全対策事業（未就学児が日常的に集団で移動する経路等の

交通安全対策）として国の重点施策に合致する路線に位置付けられたことから、今後は

事業進捗を見込んでいます。 

用地に関して、取得に向けた交渉を行っています。 

設計に関して、起点側の住宅地内でのﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ及び掘割構造を予定している箇

所では、工事発注に向けて、詳細な施工方法の検討を行っています。 

また、令和３年度から、側道の造成工事に着手しました。 

そ の 他    

（コスト縮減項目等） 

トンネル等の構造物を設計する際に、コストを意識した構造及び施工方法の検討を行

います。また、工事施工においては、建設発生土の工事間流用を行い、運搬費及び残

土処分費のコスト削減を図ります。 

その他 ― 

添付資料 有 ・ 無 
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対応方針 

(案) 

 継 続  

 計画通り(上記計画を実施) ※１ 

一部見直し(上記計画を変更)※２ 

【見直し内容】 

中  止 

 

対応方針

（案）とし

た理由 

本路線は、本市の幹線道路網の骨格をなす、３環状 10放射道路に位置付けられ

ており、本市道路網の形成に果たす役割は大きく、早期に事業完了を図る必要が

あります。 

また、用地取得率が 88％に達しており、用地取得は残りわずかとなっているこ

とや、地元からの整備要望が高く、交通安全対策事業として国の重点施策に合致

する路線に位置付けられたことから、事業を継続実施する必要があると判断しま

す。 

 



位置図

国道246号

環状3号線

山下長津田線

環状4号線

環状２号線

鴨居地区
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計
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図
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事業概要
事 業 地 区：山下長津田線（鴨居地区）

区 間：横浜市緑区白山一丁目地内から横浜市緑区鴨居町地内まで
延 長：約1,510ｍ（西側区間750ｍは平成22年３月に開通。）
標 準 幅 員：22ｍ、歩道3.5ｍ

車 線 数：4車線（片側2車線）
都 市 計 画 決 定：昭和２１年８月２６日

事 業 認 可：平成２３年３月２５日
事 業 期 間：平成６年度～令和７年度（予定）

☺幹線道路ネットワークが強化され、鴨居駅周辺の交通混雑が緩和されます。
山下長津田線（鴨居地区）の東側が完成すると、ＪＲ横浜線の鴨居駅付近から長津田

駅付近までの東西軸 が形成され、緑区内の幹線道路ネットワークが著しく強化されます
。その結果、緑区内の交通混雑の緩和や、特に鴨居駅前においては、菅田道路からの通
過交通が山下長津田線に転換し、交通の円滑化と歩行者の安全が向上します。

☺鴨居駅を発着する路線バスなどの定時性が確保されます。

☺生活道路に入り込んできている通過交通が山下長津田線に転換します。
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山下長津田線（鴨居地区）①
※撮影箇所は計画図の通り

写真①　西側地区　白鴨トンネル坑口（緑営業所側）

写真②　西側地区　鴨居五丁目交差点から東側地区方面
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山下長津田線（鴨居地区）②
※撮影箇所は計画図の通り

写真③　東側地区　鴨居四丁目３５番地付近（計画トンネル東側抗口）

写真④　東側地区　鴨居四丁目７５番地付近から西側方面
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